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許認可等の統一的把握の結果について 

 

1 調査の概要 
 
許認可等の統一的把握は、「昭和 61 年度に講ずべき措置を中心とする行政改革の実施

方針について」（昭和 60 年 12 月 28 日閣議決定）に基づき、総務省において各府省等の

協力を得て実施している。今回の調査（平成 26年 4月 1日現在）は、中央省庁等再編後

に行われる 7回目の把握である。 

本調査においては、「国民（個人及び法人）の申請、出願等に基づき、行政庁が行う処

分及びこれに類似するもので、法律、政令、省令及び告示において、許可、認可、免許、

承認、検査、登録、届出、報告等の用語を使用しているもの」を把握対象としている。 

なお、把握した許認可等には、平成 26年 4月 1日現在で既に公布されているが、未施

行の法令に基づく許認可等も含んでいる。 

 

2 許認可等の総数及び内訳 
 
平成26年4月1日現在で把握した国の許認可等の根拠となる法令（告示を含む。以下同

じ。）の条、項等の数（以下「根拠条項等数」という。）は、14,818である。 
 

 

 

 

 

 

 

 

また、中央省庁等再編後の許認可等の根拠条項等数の推移は次のとおりである（詳細

は、資料1-2参照）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表1 許認可等の根拠条項等数 

把握時点 許認可等の根拠条項等数 

平成26年4月1日 14,818 

平成25年4月1日（参考） 14,407 

図表 2 許認可等の根拠条項等数の推移 
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（注）複数の府省等が関係する許認可等について、平成 24年 3月 31日現在までは、許認可等の処分権者ごとに数えてお

り、25年 4月 1日現在以降は、許認可等の根拠法令を所管する府省等ごとに数えている。 
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【調査の変更点】 

① 前回の調査（平成 24年 3月 31日現在）までは、許認可等を行う処分権者ごとに把握していたが、規制改革実

施計画（平成 26年 6月 24日閣議決定）において、規制所管府省が、規制の根拠となる法律ごとに規制シート（※）

を整備することとされ、また、規制シートの作成状況の把握については、シートに含まれる「許認可等」に関し

て、「許認可等台帳」（許認可等の統一的把握の結果を取りまとめたもの）を活用することとされた。これを踏ま

え、今回の調査から、許認可等の根拠となる法令を所管する府省等ごとに把握することとした。 

 

 

② 前回の調査までは、各年 3月 31日現在の数値を把握していたが、翌 4月 1日に廃止される許認可等も把握の

対象となり、必ずしも現状を反映しているものとはいい難いことから、今回の調査から把握時点を変更し、各年

4月 1日現在の数値を把握することとした。 

 

【参考】規制緩和等の改革と許認可等の根拠条項等数との関係 

許認可等の根拠条項等数は、①許認可等の根拠法令の項（項に細分されていない場合は条）ごとに 1 事項として数

える、②同一の項のうちに用語の異なる数個の許認可等の根拠が規定されている場合は、用語の異なるごとにそれぞ

れ 1事項として数える等の「許認可等の実態の統一的把握基準」（参考 1参照）に基づいて把握している。 

一方、規制緩和等の改革の態様は、①規制の廃止、②規制対象範囲の縮小、③規制基準の緩和、④強い規制から弱

い規制への緩和など、様々なケースがある。このため、法律の廃止等により規制自体が廃止される場合は、その根拠

条項等も廃止されるため、当然、許認可等の根拠条項等数は減少する。しかし、規制対象範囲の縮小、規制基準の緩

和、強い規制から弱い規制への緩和等の場合は、許認可等の根拠条項等が残るため、許認可等の根拠条項等数の減少

には結び付かない場合、あるいは、逆に、許可であったものの一部について届出で足りることとした場合に、届出の

根拠条項等が新たに設けられる等により、根拠条項等数が増加する場合もある。 

 

 

 

（1） 府省等別の許認可等の根拠条項等数 

府省等別の許認可等の根拠条項等数は、国土交通省（2,641）、厚生労働省（2,420）、

金融庁（2,283）、経済産業省（2,176）、農林水産省（1,630）等となっている（詳細は

資料 1参照）。 

 

（2） 用語の分類別にみた許認可等の内訳 

  規制の手段としての許認可等を、用語に着眼し、権利を制限し、又は義務を賦課す

る程度に応じ分類すると、おおむね次のとおりとなる。 

 

強い規制  一般的な禁止を特定の場合に解除する行為、特定の権利等を設定する行為

等（例：許可、認可、免許、指定等） 

中間の規制  特定の事実や行為が、あらかじめ定められた基準等を満たしているか否か

審査・判定し、これを公に証明する行為等（例：認定、検査、登録等） 

弱い規制  一定の事実を行政庁に知らせるもので、行政庁は原則として記載事項を確

認し、受理するにとどまるもの等（例：届出、提出、報告等） 

 

※ 規制所管府省が、規制の根拠となる法律ごとに、規制目的、規制内容の概要等を記載するもの。その作成

を通じて、主体的・積極的な規制改革に取り組むことを目的としている。 
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  許認可等の根拠条項等数を用語の分類別にみると、次のとおりである。弱い規制（届

出、提出、報告等）が全体の約 5 割（50.9％）を占め、最も多くなっている（詳細は

資料 2参照）。 

 

図表 3 許認可等の用語分類別の根拠条項等数 

 

 

 

 図表 4 許認可等の用語分類別の根拠条項等数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

  

把握時点 
強い規制 

許可、認可、指定等 

中間の規制 
認定、検査、登録等 

弱い規制 
届出、提出、報告等 

その他 
書換、更新等 

計 

平成 26年 4月 1日現在 

(構成比(%)) 

4,760 

（32.1） 

1,787 

（12.1） 

7,536 

（50.9） 

735 

（5.0） 

14,818 

（100） 

（注） 四捨五入の関係で割合の合計値が 100％にならない。 

強い規制 4,760 

(32.1%) 

中間の規制 

1,787 (12.1%) 

弱い規制 

7,536 (50.9%) 

その他 

735 (5.0%) 

14,818 

（平成 26年 4月 1日現在） 

 四捨五入の関係で割合の合計値が 100％にならない。 （注） 
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  また、許認可等の根拠条項等数全体に占める用語分類別の割合をみると、強い規制

の許認可等の割合は、減少の傾向にある。 

 

図表 5 用語分類別の根拠条項等数の割合の推移 

 

 

 

 

（3） 根拠法令別にみた許認可等の内訳 

許認可等が規定されている根拠法令についてみると、法律に規定されているものの

全体に占める割合が 70.6％、政令に規定されているものの割合が 3.0％、省令に規定

されているものの割合が 23.0％となっている（詳細は資料 1参照）。 

 

図表 6 根拠法令別の許認可等の根拠条項等数 

  

把握時点 法律 政令 省令 告示 計 

平成 26年 4月 1日現在 

(構成比(%)) 

10,461

（70.6） 

439 

（3.0） 

3,415 

（23.0） 

503 

（3.4） 

14,818 

（100） 

（注） 勅令は政令に整理し、規則は省令に整理している。 
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その他 

 四捨五入の関係で割合の合計値が 100％にならない。 （注） 

 

（今回） 
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     図表 7 根拠法令別の許認可等の根拠条項等数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、許認可等が規定されている法令数は、1,280 となっており、このうち法律の

数は 520となっている。 

 

図表 8 許認可等が規定されている法令の数 

区分 法律 政令 省令 告示 計 

法令数 520 116 543 101 1,280 
 

法律 

10,461  

(70.6%) 

政令 

439  

(3.0%) 

省令 

3,415  

(23.0%) 

告示 

503  

(3.4%) 

14,818 

（平成 26年 4月 1日現在） 
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法律 政令 省令 告示

内閣官房 8 13 13 0 0 0

内閣府 81 81 40 2 33 6

公正取引委員会 19 20 16 0 4 0

国家公安委員会 92 92 26 3 59 4

特定個人情報保護委員会 0 1 1 0 0 0

金融庁 2,210 2,283 1,829 65 316 73

消費者庁 34 45 34 1 10 0

総務省 651 651 389 5 239 18

法務省 330 330 209 6 108 7

外務省 43 41 7 0 28 6

財務省 839 842 610 80 142 10

文部科学省 455 457 220 28 139 70

厚生労働省 2,307 2,420 1,392 142 670 216

農林水産省 1,558 1,630 1,342 30 250 8

経済産業省 2,131 2,176 1,657 30 475 14

国土交通省 2,594 2,641 1,923 37 632 49

環境省 1,025 1,065 753 10 286 16

防衛省 30 30 0 0 24 6

計 14,407 14,818 10,461 439 3,415 503
(構成比(%)) (100) (70.6) (3.0) (23.0) (3.4)

（注）勅令は政令に整理し、規則は省令に整理している。

府省等名 H25.4.1現在 H26.4.1現在

府省等別・根拠法令別の許認可等の根拠条項等数
（資料1-1） 
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府 省 名
H14.3.31
現在

H15.3.31
現在

H16.3.31
現在

H17.3.31
現在

H18.3.31
現在

H19.3.31
現在

H20.3.31
現在

H21.3.31
現在

H22.3.31
現在

H23.3.31
現在

H24.3.31
現在

内閣府 77 77 81 81 80 95 109 101 94 92 92

公正取引委員会 25 23 23 23 23 23 23 23 19 19 19

国家公安委員会 117 117 120 126 125 125 203 225 232 232 233

金融庁 1,421 1,501 1,634 1,736 1,845 1,782 1,859 1,901 1,934 1,948 2,054

消費者庁 － － － － － － － － 30 30 30

総務省 575 604 650 663 669 673 677 698 735 718 731

法務省 237 278 285 297 299 294 334 338 333 333 333

外務省 47 47 51 51 50 43 56 50 50 50 52

財務省 727 734 771 772 809 831 904 922 977 985 1,000

文部科学省 566 573 586 622 636 636 689 689 711 747 750

厚生労働省 1,543 1,602 1,862 1,910 1,894 1,936 2,051 2,178 2,173 2,168 2,263

農林水産省 1,114 1,132 1,219 1,323 1,383 1,379 1,426 1,443 1,500 1,513 1,571

経済産業省 1,866 1,935 1,997 2,038 2,058 2,069 2,101 2,240 2,310 2,317 2,348

国土交通省 2,042 2,058 2,161 2,343 2,437 2,485 2,576 2,613 2,614 2,631 2,631

環境省 229 291 325 353 379 384 408 411 425 429 435

防衛省 35 35 38 38 38 31 45 37 37 37 37

計 10,621 11,007 11,803 12,376 12,725 12,786 13,461 13,869 14,174 14,249 14,579

中央省庁等再編後の府省別許認可等数の推移

（資料1-2） 
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根拠条項等数 構成比（%） 根拠条項等数 構成比（%）

許 可 884 6.1 905 6.1

認 可 1,788 12.4 1,831 12.4

免 許 78 0.5 78 0.5

承 認 1,455 10.1 1,490 10.1

指 定 336 2.3 341 2.3

承諾等 115 0.8 115 0.8

4,656 32.3 4,760 32.1

認 定 722 5.0 747 5.0

確 認 162 1.1 168 1.1

証 明 79 0.5 79 0.5

認 証 19 0.1 19 0.1

試 験 106 0.7 106 0.7

検 査 209 1.5 209 1.4

検 定 17 0.1 17 0.1

登 録 401 2.8 410 2.8

審査等 28 0.2 32 0.2

1,743 12.1 1,787 12.1

届 出 4,882 33.9 5,011 33.8

提 出 1243 8.6 1,291 8.7

報 告 887 6.2 942 6.4

交 付 133 0.9 133 0.9

申告等 157 1.1 159 1.1

7,302 50.7 7,536 50.9

706 4.9 735 5.0

14,407 100.0 14,818 100.0

強い規制 ： 一般的な禁止を特定の場合に解除する行為、特定の権利等を設定する行為等

中間の規制 ： 特定の事実や行為が、あらかじめ定められた基準等を満たしているか否か審査・判定し、これを公に証明する行為等

弱い規制 ： 一定の事実を行政庁に知らせるもので、行政庁は原則として記載事項を確認し、受理するにとどまるもの等

（注） 四捨五入の関係で合計欄が一致しない部分がある。

強
い
規
制

小 計

H26.4.1現在
用語別

用語別の許認可等の根拠条項等数

H25.4.1現在

合 計

中
間
の
規
制

小 計

弱
い
規
制

小 計

その他

（資料2-1） 
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件数
構成比
(%)

件数
構成比
(%)

件数
構成比
(%)

件数
構成比
(%)

件数
構成比
(%)

件数
構成比
(%)

件数
構成比
(%)

件数
構成比
(%)

件数
構成比
(%)

件数
構成比
(%)

件数
構成比
(%)

許 可 809 7.6 827 7.5 820 6.9 836 6.8 823 6.5 802 6.3 886 6.6 888 6.4 897 6.3 905 6.4 917 6.3

認 可 1,677 15.8 1,777 16.1 1,864 15.8 1,915 15.5 1,798 14.1 1,775 13.9 1,814 13.5 1,819 13.1 1,855 13.1 1,856 13.0 1,885 12.9

免 許 75 0.7 78 0.7 78 0.7 79 0.6 77 0.6 77 0.6 77 0.6 77 0.6 78 0.6 79 0.6 79 0.5

承 認 1,069 10.1 1,087 9.9 1,150 9.7 1,205 9.7 1,269 10.0 1,295 10.1 1,338 9.9 1,359 9.8 1,415 10.0 1,411 9.9 1,455 10.0

指 定 312 2.9 327 3.0 313 2.7 300 2.4 290 2.3 288 2.3 295 2.2 314 2.3 326 2.3 330 2.3 332 2.3

承諾等 43 0.4 49 0.4 49 0.4 49 0.4 48 0.4 49 0.4 132 1.0 131 0.9 131 0.9 131 0.9 131 0.9

3,985 37.5 4,145 37.7 4,274 36.2 4,384 35.4 4,305 33.8 4,286 33.5 4,542 33.7 4,588 33.1 4,702 33.2 4,712 33.1 4,799 32.9

認 定 601 5.7 635 5.8 670 5.7 649 5.2 655 5.1 642 5.0 774 5.7 823 5.9 850 6.0 875 6.1 888 6.1

確 認 141 1.3 137 1.2 151 1.3 148 1.2 151 1.2 152 1.2 161 1.2 166 1.2 173 1.2 176 1.2 179 1.2

証 明 84 0.8 82 0.7 78 0.7 78 0.6 78 0.6 80 0.6 81 0.6 80 0.6 82 0.6 82 0.6 82 0.6

認 証 26 0.2 28 0.3 21 0.2 21 0.2 21 0.2 21 0.2 23 0.2 23 0.2 23 0.2 23 0.2 23 0.2

試 験 109 1.0 111 1.0 110 0.9 109 0.9 110 0.9 111 0.9 111 0.8 111 0.8 109 0.8 109 0.8 109 0.7

検 査 212 2.0 212 1.9 205 1.7 205 1.7 213 1.7 213 1.7 203 1.5 203 1.5 202 1.4 204 1.4 203 1.4

検 定 28 0.3 27 0.2 21 0.2 20 0.2 19 0.1 19 0.1 19 0.1 19 0.1 19 0.1 19 0.1 19 0.1

登 録 184 1.7 190 1.7 304 2.6 346 2.8 359 2.8 367 2.9 369 2.7 391 2.8 390 2.8 389 2.7 390 2.7

審査等 24 0.2 24 0.2 26 0.2 26 0.2 24 0.2 24 0.2 24 0.2 24 0.2 24 0.2 24 0.2 24 0.2

1,409 13.3 1,446 13.1 1,586 13.4 1,602 12.9 1,630 12.8 1,629 12.7 1,765 13.1 1,840 13.3 1,872 13.2 1,901 13.3 1,917 13.1

届 出 3,247 30.6 3,350 30.4 3,812 32.3 4,105 33.2 4,370 34.3 4,376 34.2 4,489 33.3 4,680 33.7 4,750 33.5 4,771 33.5 4,813 33.0

提 出 699 6.6 714 6.5 738 6.3 778 6.3 842 6.6 870 6.8 966 7.2 1,016 7.3 1,051 7.4 1,059 7.4 1,188 8.1

報 告 652 6.1 691 6.3 717 6.1 759 6.1 784 6.2 797 6.2 814 6.0 833 6.0 856 6.0 864 6.1 899 6.2

交 付 80 0.8 85 0.8 94 0.8 100 0.8 100 0.8 103 0.8 105 0.8 105 0.8 125 0.9 126 0.9 126 0.9

申告等 71 0.7 90 0.8 107 0.9 110 0.9 119 0.9 134 1.0 133 1.0 139 1.0 146 1.0 146 1.0 150 1.0

4,749 44.7 4,930 44.8 5,468 46.3 5,852 47.3 6,215 48.8 6,280 49.1 6,507 48.3 6,773 48.8 6,928 48.9 6,966 48.9 7,176 49.2

478 4.5 486 4.4 475 4.0 538 4.3 575 4.5 591 4.6 647 4.8 668 4.8 672 4.7 670 4.7 687 4.7

10,621 100 11,007 100 11,803 100 12,376 100 12,725 100 12,786 100 13,461 100 13,869 100 14,174 100 14,249 100 14,579 100

（注） 四捨五入の関係で合計欄が一致しない部分がある。

H20.3.31現在 H21.3.31現在

強
い
規
制

小 計

H14.3.31現在 H15.3.31現在 H16.3.31現在 H17.3.31現在

用語別

中間の規制 ： 特定の事実や行為が、あらかじめ定められた基準等を満たしているか否か審査・判定し、これを公に証明する行為等

弱い規制 ： 一定の事実を行政庁に知らせるもので、行政庁は原則として記載事項を確認し、受理するにとどまるもの等

中央省庁等再編後の用語別の許認可等数の推移

H23.3.31現在 H24.3.31現在H22.3.31現在

強い規制 ： 一般的な禁止を特定の場合に解除する行為、特定の権利等を設定する行為等

中
間
の
規
制

小 計

弱
い
規
制

小 計

その他

合 計

H18.3.31現在 H19.3.31現在

（資料2-2） 
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制定・改正法 法律番号 新設、廃止される許認可等の根拠法 所管府省等名 新設 廃止

労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派
遣労働者の就業条件の整備等に関する法律
等の一部を改正する法律

平成24年4月6日
法律第27号

労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派
遣労働者の保護等に関する法律

厚生労働省 1

新型インフルエンザ等対策特別措置法 平成24年5月11日
法律第31号

新型インフルエンザ等対策特別措置法 内閣官房 2

農林水産省

経済産業省

国土交通省

核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制
に関する法律

環境省 53

原子力災害対策特別措置法 環境省 1

電気事業法 経済産業省 4

暴力団員による不当な行為の防止等に関す
る法律の一部を改正する法律

平成24年8月1日
法律第53号

暴力団員による不当な行為の防止等に関す
る法律

警察庁 3

特定多国籍企業による研究開発事業等の促
進に関する特別措置法

平成24年8月3日
法律第55号

特定多国籍企業による研究開発事業等の促
進に関する特別措置法

経済産業省 4

経済産業省

環境省

子ども・子育て支援法 平成24年8月22日
法律第65号

子ども・子育て支援法 内閣府 3

災害時における石油の供給不足への対処等
のための石油の備蓄の確保等に関する法律
等の一部を改正する法律

平成24年9月5日
法律第76号

石油の備蓄の確保等に関する法律 経済産業省 4

都市の低炭素化の促進に関する法律 平成24年9月5日
法律第84号

都市の低炭素化の促進に関する法律 国土交通省 9

経済産業省

国土交通省

金融商品取引法等の一部を改正する法律 平成24年9月12日
法律第86号

金融商品取引法 金融庁 8

船員法の一部を改正する法律 平成24年9月12日
法律第87号

船員法 国土交通省 8

海上運送法の一部を改正する法律 平成24年9月12日
法律第88号

海上運送法 国土交通省 6

海洋汚染等及び海上災害の防止に関する法
律等の一部を改正する法律

平成24年9月12日
法律第89号

海洋汚染等及び海上災害の防止に関する法
律

国土交通省 3

移植に用いる造血幹細胞の適切な提供の推
進に関する法律

平成24年9月12日
法律第90号

移植に用いる造血幹細胞の適切な提供の推
進に関する法律

厚生労働省 4

株式会社企業再生支援機構法の一部を改正
する法律

平成25年3月6日
法律第2号

株式会社地域経済活性化支援機構法 金融庁 4

所得税法等の一部を改正する法律 平成25年3月30日
法律第5号

租税特別措置法 財務省 3 2

予防接種法の一部を改正する法律 平成25年3月30日
法律第8号

予防接種法 厚生労働省 1

財務省

農林水産省

経済産業省

国土交通省

環境省

中小企業の新たな事業活動の促進に関する
法律

中小企業等協同組合法

エネルギー等の使用の合理化及び資源の有
効な利用に関する事業活動の促進に関する
臨時措置法

2 6

24

中小企業の海外における商品の需要の開拓
の促進等のための中小企業の新たな事業活
動の促進に関する法律等の一部を改正する
法律

平成24年6月27日
法律第44号

原子力規制委員会設置法 平成24年6月27日
法律第47号

中小企業等協同組合法の一部を改正する法
律

平成24年9月12日
法律第85号

エネルギーの使用の合理化に関する法律の
一部を改正する等の法律

平成25年5月31日
法律第25号

法律の制定・改正による許認可等の根拠条項等の新設、廃止の状況

8

使用済小型電子機器等の再資源化の促進に
関する法律

平成24年8月10日
法律第57号

使用済小型電子機器等の再資源化の促進に
関する法律

8

（資料３） 
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制定・改正法 法律番号 新設、廃止される許認可等の根拠法 所管府省等名 新設 廃止

行政手続における特定の個人を識別するた
めの番号の利用等に関する法律

平成25年5月31日
法律第27号

行政手続における特定の個人を識別するた
めの番号の利用等に関する法律

特定個人情報
保護委員会

1

港湾法の一部を改正する法律 平成25年6月5日
法律第31号

港湾法 国土交通省 1

水防法及び河川法の一部を改正する法律 平成25年6月12日
法律第35号

河川法 国土交通省 3

絶滅のおそれのある野生動植物の種の保存
に関する法律の一部を改正する法律

平成25年6月12日
法律第37号

絶滅のおそれのある野生動植物の種の保存
に関する法律

環境省 3

農林水産省

環境省

経済産業省

環境省

消費税の円滑かつ適正な転嫁の確保のため
の消費税の転嫁を阻害する行為の是正等に
関する特別措置法

平成25年6月12日
法律第41号

消費税の円滑かつ適正な転嫁の確保のため
の消費税の転嫁を阻害する行為の是正等に
関する特別措置法

公正取引委員会 1

金融庁

厚生労働省

農業協同組合法 金融庁 2

農林水産省

水産業協同組合法 金融庁 8

農林水産省

農林中央金庫法 金融庁 5

農林水産省

信用金庫法 金融庁 2

長期信用銀行法 金融庁 2

銀行法 金融庁 2

内閣官房

内閣府

金融庁

国土交通省

中小企業支援法 経済産業省 2

下請中小企業振興法 経済産業省 3

民間の能力を活用した国管理空港等の運営
等に関する法律

平成25年6月26日
法律第67号

民間の能力を活用した国管理空港等の運営
等に関する法律

国土交通省 16

旅券法の一部を改正する法律 平成25年6月28日
法律第69号

旅券法 外務省 1

電気事業法の一部を改正する法律 平成25年11月20日
法律第74号

電気事業法 経済産業省 5 1

海賊多発海域における日本船舶の警備に関
する特別措置法

平成25年11月20日
法律第75号

海賊多発海域における日本船舶の警備に関
する特別措置法

国土交通省 8

特定地域及び準特定地域における一般乗用
旅客自動車運送事業の適正化及び活性化に
関する特別措置法

国土交通省 6 1

道路運送法 国土交通省 1

厚生労働省

農林水産省

再生医療等の安全性の確保等に関する法律 平成25年11月27日
法律第85号

再生医療等の安全性の確保等に関する法律 厚生労働省 16

消費者の財産的被害の集団的な回復のため
の民事の裁判手続の特例に関する法律

平成25年12月11日
法律第96号

消費者の財産的被害の集団的な回復のため
の民事の裁判手続の特例に関する法律

消費者庁 11

総合特別区域法

不動産特定共同事業法

8

6

86預金保険法

医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安
全性の確保等に関する法律

126

特定外来生物による生態系等に係る被害の
防止に関する法律

フロン類の使用の合理化及び管理の適正化
に関する法律

2

32

平成25年6月21日
法律第56号

特定外来生物による生態系等に係る被害の
防止に関する法律の一部を改正する法律

平成25年6月12日
法律第38号

特定製品に係るフロン類の回収及び破壊の
実施の確保等に関する法律の一部を改正す
る法律

平成25年6月12日
法律第39号

小規模企業の事業活動の活性化のための中
小企業基本法等の一部を改正する等の法律

平成25年6月21日
法律第57号

特定地域における一般乗用旅客自動車運送
事業の適正化及び活性化に関する特別措置
法等の一部を改正する法律

平成25年11月27日
法律第83号

薬事法等の一部を改正する法律 平成25年11月27日
法律第84号

金融商品取引法等の一部を改正する法律 平成25年6月19日
法律第45号

総合特別区域法の一部を改正する法律 平成25年6月21日
法律第53号

不動産特定共同事業法の一部を改正する法
律
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制定・改正法 法律番号 新設、廃止される許認可等の根拠法 所管府省等名 新設 廃止

産業競争力強化法 経済産業省 28

厚生労働省

経済産業省

内閣官房

内閣府

内閣府

総務省

経済産業省

所得税法 財務省 1

相続税法 財務省 1

国税徴収法 財務省 1

租税特別措置法 財務省 4

内国税の適正な課税の確保を図るための国
外送金等に係る調書の提出等に関する法律

財務省 2

533 52

国家戦略特別区域法

産業活力の再生及び産業活動の革新に関す
る特別措置法

1 4

2

9

産業競争力強化法 平成25年12月11日
法律第98号

沖縄振興特別措置法

合計

（注）１ 平成24年4月１日から26年4月１日までの間に新設、廃止された法律を根拠とする許認可等について、当省が整理したもの。
２ 複数府省により共管されているものは、府省ごとに数えている。

所得税法等の一部を改正する法律 平成26年3月31日
法律第10号

国家戦略特別区域法 平成25年12月13日
法律第107号

沖縄振興特別措置法の一部を改正する法律 平成26年3月31日
法律第7号
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許認可等の根拠条項等の新設、廃止等の主な例 

 

 

○ 薬事法等の一部を改正する法律（平成 25 年 11 月 27 日法律第 84 号）関係（新設 126：厚生労働省、

農林水産省） 

【医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律（改正前における薬事法）関係】 

従来、薬事法の規定では、「医療機器」、「再生医療等製品」を「医薬品等」と区別せず、製造販売業の

許可等の許認可等を同じ条文中に定めていたが、「医療機器」、「再生医療等製品」の特性を踏まえつつ、

これらをそれぞれ別の条文で許認可等を規定するよう改める。「医療機器又は体外診断用医薬品の製造販

売業の許可」、「再生医療等製品の製造販売業の許可」等を新設（126） 

 

○ 金融商品取引法等の一部を改正する法律（平成 25年 6月 19日法律第 45号）関係（新設 107：金融庁、

厚生労働省、農林水産省） 

【預金保険法関係】 

市場等を通じて伝播するような金融危機への対応のため、金融システム上重要な金融機関等について、

資産及び負債の秩序ある処理に関する措置の必要性を認定し、当該金融機関等に対し資本の増強等必要な

措置を行うもの。「金融システムの安定を図るための金融機関等の資産及び負債の秩序ある処理に関する

措置の必要性の認定」等を新設（86） 

【農業協同組合法、水産業協同組合法、農林中央金庫法、信用金庫法、長期信用銀行法及び銀行法関係】 

従来、銀行等の一部の金融機関については、資本関係のある外国銀行の業務の代理又は媒介を行うこと

が認められていたが、国内企業の海外進出を銀行等が支援する環境を整備するため、海外においては、資

本関係を問わず、外国銀行の業務の代理又は媒介を行うことを、信用金庫等の協同組織金融機関も含めて

認めるもの。「海外で行う資本関係のない外国銀行の業務の代理又は媒介に係る認可」等を新設（21） 

 

○ 原子力規制委員会設置法（平成 24 年 6 月 27 日法律第 47 号）関係（新設 54、廃止 4、移管 411、：文

部科学省、経済産業省、国土交通省、環境省） 

  【核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律（以下「原子炉等規制法」という。）、原子力災害

対策特別措置法及び電気事業法関係】 

原子力安全委員会及び原子力安全・保安院の事務のほか、文部科学省、国土交通省等の所掌する原子力

安全の規制、核不拡散のための保障措置等に関する事務を一元化し、「原子炉設置の許可」、「原子炉設置

者の保安規定の認可」等（411）を、環境省の外局である原子力規制委員会に移管するもの。 

また、従来、原子炉等規制法の規定では、「試験研究用等原子炉」と「発電用原子炉」を区別せずに、

設置許可等の許認可等を同じ条文中に定めていたが、両者を区別し、「発電用原子炉」については、一層

の安全対策を求めるもの。原子炉等規制法及び原子力災害対策特別措置法において、「発電用原子炉の安

全性向上評価に係る届出」等を新設（54）、電気事業法において、「燃料体検査」等を廃止（4） 

（資料 4） 
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許認可等の実態の統一的把握基準 

 

１ 許認可等の範囲 

 

  把握の対象とする許認可等は、国民（個人及び法人）の申請、出願等に基づき、行政

庁が行う処分及びこれに類似するもので、法律、政令、省令及び告示において、次のよ

うな用語を使用しているものとする。 

 

  許可、認可、免許、特許、承認、認定、確認、免除、決定、証明、認証、解除、公認、

検認、試験、検査、検定、指定、登録、届出、申告、提出、報告、交付 等 

 

  なお、上記の許認可等には特殊法人等が行っているものを含む。 

 

 

２ 許認可等の数え方の基準 

 

（１）許認可等の根拠法令の項（項に細分されていない場合は条。以下同じ。）ごとに１事

項として数える。 

 

（２）同一の項のうちに用語の異なる数個の許認可等の根拠が規定されている場合は、用

語の異なるごとにそれぞれ１事項として数える。 

 

（３）同一の項のうちに本文、ただし書、あるいは前段、後段等の区分があり、それぞれ

に許認可等の根拠が規定されている場合には、別個の事項として数える。 

 

（４）準用規定により設定された許認可等については、準用の対象となる規定により設定

された許認可等とは別個に数える。 

 

（５）複数の府省が所管している許認可等については、それぞれ所管する府省ごとに別個

の許認可等と数える。 

 

（注） 一の許認可等について当該許認可等を要する行為又は対象（業種、物資の種類

等）が同一の項等において列挙されている場合は、その行為等を別途許認可等事

項の細目として記載する。 

  

（参考１） 
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許認可等の実態把握に係る閣議決定等 
 

 

○ 行政改革の推進方策に関する答申（抄） 

（昭和 60年 7月 22日臨時行政改革推進審議会答申） 

２ 規制緩和の進め方 

（２）今後における規制緩和の推進方策 

公的規制は極めて多岐にわたり、限られた期間ではすべての分野について、詳し

く検討することは不可能であり、当審議会としては、金融、運輸、石油等エネルギ

ー、都市整備の分野を中心に、10分野の規制緩和を検討した。 

政府においては、今回当審議会が提言した事項にとどまらず、この提言の趣旨に

沿って、公的規制全般にわたる徹底した見直しを行うことが必要である。 

なお、許認可等の定期的見直し及び新設の抑制については、臨時行政調査会答申

の趣旨に沿って推進を図ることが重要であり、各省庁において、自主的な審査、見

直しを強化するとともに、総務庁においては、各省庁の協力を得て、速やかに次の

措置をとる必要がある。 

① 許認可等の総数などの実態を統一的に把握すること。 

② 許認可等を定期的に見直す仕組みを確立すること。 

③ 国民の負担軽減、行政事務の簡素・合理化及び民間活力の助長の観点に立ち、

統一的基準を作成するなど、許認可等の新設について審査する仕組みを確立する

こと。 

 

○ 当面の行政改革の具体化方策について（抄） 

（昭和 60年 9月 24日閣議決定） 

 ５ 規制行政 

（１）規制緩和の推進方策 

     ア 許認可等の実態把握については、総務庁において、その具体的手法について所

要の見直しを行い、引き続き各省庁の協力を得て、速やかに総数等の統一的把握

を行う。 

     イ 許認可等の定期的見直しについては、既定の方針を踏まえ、許認可等の見直し

を引き続き推進するとともに、その具体的方策について所要の調整、立案を進め

る。 

ウ 許認可等の新設の審査については、既定の方針を踏まえ、その具体的方策につ

いて所要の調整、立案を進める。 

 

○ 昭和６１年度に講ずべき措置を中心とする行政改革の実施方針について（抄） 

 （昭和 60年 12月 28日閣議決定） 

４ 行政事務 

（１）許認可等 

   ア 許認可等の実態の統一的把握については、総務庁において、統一的基準の下に、

各省庁の協力を得て、昭和 60年度末を目途にその作業を終了することとし、以降、

毎年１回、必要な補正を行うこととする。 

   

   イ 許認可等の定期的見直し及び新設の審査については、既定の方針を踏まえ、そ

の具体的方策について所要の調整、立案を進めるため、各省庁による検討会議を

開催する。 

（参考２） 
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○ 規制改革実施計画（抄） 

（平成 26年 6月 24日閣議決定） 

Ⅲ 規制所管府省の主体的な規制改革への取組等 

２ 規制所管府省による主体的・積極的な規制改革の推進 

（２）規制シートの整備状況の進捗管理 

規制シートの作成については、持続的な取組となるよう、規制シート作成に係る

負担も勘案し、段階的に対応する。 

当面、①見直し時期が到来する規制、②規制改革ホットラインに寄せられた提案

事項に対する規制所管府省の回答のうち規制改革会議において再検討が必要と判断

した規制、③規制改革会議における審議事項に関連する規制について、優先的に作

成する。 

また、規制シートの作成状況については、シートに含まれる「許認可等」に関し

ては「許認可等台帳」を活用することとし、シートに含まれる「許認可等」以外の

規制に関しては、その網羅的な把握手法等を引き続き検討する。 
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